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担
い
手
と
地
域
問
題

和
歌
山
県
の
中
山
間
地
域
を
行

く
と
荒
廃
農
地
に
ひ
ん
ぱ
ん
に
遭

遇
し
、
都
市
近
郊
の
優
良
農
地
は

住
宅
地
に
転
用
さ
れ
、
山
の
斜
面

に
は
メ
ガ
ソ
ー
ラ
ー
が
林
立
し
て

い
る
。
近
年
の
激
し
い
風
景
の
変

容
に
、
人
々
が
耕
作
す
る
意
思
を

も
は
や
持
た
ず
生
業
を
次
々
と
手

放
し
て
い
る
現
実
を
突
き
つ
け
ら

れ
る
。

多
様
な
生
産
と
生
活
主
体
（
＝

担
い
手
）
か
ら
成
る
地
域
に
は
、

生
産
と
暮
ら
し
の
た
め
の
規
範
や

共
同
組
織
が
あ
り
連
帯
す
る
こ
と

で
維
持
し
、
こ
の
営
み
の
中
で
地

域
の
文
化
、
環
境
、
生
態
系
も
保

全
さ
れ
て
き
た
。

こ
う
し
た
地
域
構
造
が

瓦
解
し
つ
つ
あ
る
。
地
域

社
会
の
維
持
困
難
、
空
白

化
の
根
本
に
は「
担
い
手
」

の
枯
渇
が
あ
り
、
担
い
手

確
保
が
喫
緊
の
課
題
と
な

っ
て
い
る
。

デ
ー
タ
に
見
る

和
歌
山
県
の
担
い
手

　
　
　
　
　
の
現
状

和
歌
山
県
の
農
林
漁
業

に
お
け
る
担
い
手
の
現
状

に
つ
い
て
、
県
デ
ー
タ
か
ら
俯
瞰

し
て
み
る
。

図
１
は
和
歌
山
県
の
２
０
０
４

年
〜
２
０
２
０
年
の
新
規
就
農
者

数
推
移
で
あ
る
。
新
規
就
農
者
と

は
６
５
歳
未
満
で
農
業
を
主
業
に

年
間
１
５
０
日
以
上
従
事
す
る
者

で
、
棒
グ
ラ
フ
の
上
か
ら
、
農
業

法
人
等
就
農
、
新
規
参
入
者
（
非

農
家
出
身
で
就
農
）、
Ｕ
タ
ー
ン

就
農
者
（
農
家
出
身
で
離
職
後
就

農
）、
新
規
学
卒
者
（
農
家
出
身

で
就
農
）
と
な
る
。

新
規
就
農
者
数
は
有
効
求
人
倍

率
と
対
応
す
る
側
面
（
求
人
減
↓

就
農
増
）
が
あ
る
が
、
全
体
傾
向

と
し
て
Ｕ
タ
ー
ン
、
新
規
学
卒
者

就
農
が
漸
減
し
て
い
る
。
Ｕ
タ
ー

ン
と
新
規
学
卒
者
の
就
農
は
２
０

０
４
年
（
H
16
、
グ
ラ
フ
左
端
）

に
は
84
％
い
た
が
、
２
０
２
０

年
（
Ｒ
２
、
グ
ラ
フ
右
端
）
に
39

％
と
激
減
。
親
の
耕
地
や
技
術
を

受
け
継
ぎ
、
地
域
の
基
幹
的
な
担

い
手
に
な
っ
て
き
た
こ
の
層
の
減

少
は
、
地
域
維
持
の
面
か
ら
も
課

題
と
い
え
る
。
代
わ
り
に
２
０
１

１
年
以
降
増
加
し
て
い
る
の
が
非

農
家
か
ら
の
新
規
参
入
者
で
あ
る

（
グ
ラ
フ
○
部
分
）。

12
月
26
日
に
開
催
さ
れ
た
研
究
集
会
で
農
林
水
産
業
の
分
科

会
レ
ポ
ー
ト
。
和
歌
山
県
の
農
業
・
林
業
・
水
産
業
は
、
次
の

世
代
へ
の
「
持
続
可
能
性
」
が
脅
か
さ
れ
て
い
ま
す
。
和
歌
山

県
の
実
態
に
根
ざ
し
た
「
担
い
手
づ
く
り
」
に
つ
い
て
現
状
と

課
題
に
つ
い
て
考
察
し
ま
す
。
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２
０
２
０
年
の
新
規
就
農
者
１

６
０
人
の
内
訳
は
新
規
学
卒
者
６

％
、
U
タ
ー
ン
33
％
、
新
規
参

入
者
31
％
、
農
業
法
人
就
農
者
30

％
の
割
合
で
あ
る
。
新
規
就
農
者

の
約
７
割
が
20
代
、
30
代
で
、
約

７
割
が
果
樹
を
基
幹
作
物
と
し
て

い
る
。
有
田
エ
リ
ア
に
は
全
体
の

約
３
割
44
人
が
就
農
し
、
そ
の
う

ち
25
人
が
法
人
就
農
で
あ
る
。

果
樹
や
施
設
野
菜
な
ど
実
績
あ

る
産
地
へ
の
就
農
で
は
、
県
が
提

示
す
る
就
農
５
年
後
の
所
得
３
０

０
万
円
（
労
働
力
２
人
）
の
可
能

性
が
高
く
、
新
規
就
農
の
基
幹
作

目
と
し
て
選
ば
れ
て
い
る
。

和
歌
山
県
の
販
売
農
家
数
は
２

０
１
０
年
に
23
千
人
、
２
０
１
５

年
２
万
人
、
２
０
２
０
年
17
千
人

と
毎
年
約
６
０
０
人
ず
つ
減
少
し

て
い
る
。
毎
年
１
０
０
人
以
上
が

新
規
就
農
し
て
い
る
が
、
減
少
の

ス
ピ
ー
ド
は
そ
の
約
４
倍
以
上
で

あ
る
。

新
規
参
入
者
に
は
技
術
と
農
業

資
源
の
獲
得
の
問
題
が
あ
る
。
た

と
え
ば
紀
ノ
川
農
協
（
紀
の
川

市
）
で
は
熟
練
農
家
に
よ
る
Ｏ
Ｊ

Ｔ
（
仕
事
を
介
し
た
訓
練
）
で
の

実
践
研
修
か
ら
独
立
準
備
ま
で
を

フ
ォ
ロ
ー
す
る
ト
レ
ー
ニ
ン
グ
フ

ァ
ー
ム
に
取
り
組
ん
で
い
る
。
地

域
の
プ
ロ
農
家
へ
の
弟
子
入
り
と

の
れ
ん
分
け
と
い
え
る
も
の
で
、

地
域
農
業
の
担
い
手
を
育
成
す
る

有
効
な
シ
ス
テ
ム
と
な
っ
て
い
る

（
図
２
）。

林
業
は
戦
後
植
林
さ
れ
た
森
林

資
源
の
利
用
期
に
な
っ
て
お
り
、

素
材
生
産
量
は
２
０
１
０
年
〜
２

０
２
０
年
ま
で
の
10
年
間
で
約

1
・
6
倍
と
右
肩
上
が
り
で
増
加

し
て
い
る
。
し
か
し
就
業
者
に
は

キ
ャ
リ
ア
チ
ェ
ン
ジ
の
選
択
肢
と

し
て
林
業
を
選
ぶ
中
高
年
の
転
職

組
が
多
く
、
彼
ら
の
技
術
習
得
が

課
題
で
あ
る
。

２
０
１
９
年
度
常
用
雇
用
者
３

７
３
名
の
う
ち
40
〜
50
代
が
56
％

占
め
、
経
験
21
年
以
上
は
12
・
6

％
で
あ
り
、
作
業
班
は
経
験
の
浅

い
就
業
者
で
構
成
さ
れ
て
い
る
。

そ
れ
ゆ
え
か
、
労
働
災
害
の
実
質

発
生
率
は
上
昇
し
て
い
る
状
況
で

あ
る
。
現
場
で
は
従
来
の
「
見
て

覚
え
ろ
」
式
の
指
導
で
は
新
人
に

は
理
解
さ
れ
に
く
く
、
技
術
や
作

業
の
必
然
性
な
ど
を
適
切
に
「
言

語
化
」
で
き
る
現
場
指
導
者
の
育

成
も
課
題
で
あ
り
、
労
働
力
の

質
量
の
問
題
が
問
わ
れ
て
い
る
。

「
薄
氷
上
の
木
材
増
産
」（
県
担
当

者
）
と
の
こ
と
で
あ
る
。

漁
業
の
担
い
手
の
年
齢
構
成
で

は
、
２
０
０
３
年
以
降
の
５
年
毎

に
見
る
と
、
次
の
担
い
手
が
増
加

し
な
い
中
で
、
２
０
０
３
年
に
マ

ス
層
で
あ
っ
た
50
歳
以
上
の
就
業

者
が
マ
ス
層
の
ま
ま
年
次
毎
に
高

齢
化
し
、
順
次
リ
タ
イ
ア
す
る
こ

と
で
総
就
業
者
数
が
自
然
減
す
る

構
造
に
な
っ
て
い
る
。
県
内
漁
業

経
営
体
数
１
５
８
１
の
97
％
が
個

人
経
営
体
で
あ
る
が
、
後
継
者
が

い
な
い
個
人
経
営
体
は
87
％
に
の

ぼ
っ
て
い
る
。
担
い
手
の
確
保
の

た
め
の
支
援
策
は
種
々
準
備
さ
れ

て
い
る
が
安
定
し
た
人
材
確
保
が

困
難
な
現
況
で
あ
る
。

担
い
手
確
保
と

　
　
　
地
域
の
寛
容
性

地
域
の
担
い
手
不
足
に
関
し
て
、

地
域
の
意
識
の
問
題
に
焦
点
を
当

て
て
み
た
い
。

地
方
か
ら
の
人
口
流
出
の
要
因

を
み
る
た
め
に
「
地
域
の
寛
容

性
」
を
測
っ
た
シ
ン
ク
タ
ン
ク
の

調
査
結
果
が
あ
る
。
そ
の
地
域

が
個
人
の
自
由
を
尊
重
す

る
寛
容
性
を
も
つ
か
、
保

守
的
で
不
寛
容
な
傾
向
が

強
い
か
を
多
角
的
な
指
標

か
ら
、
東
京
圏
の
出
身
者

と
県
内
在
住
者
を
対
象
に

測
っ
た
も
の
で
、
和
歌
山

県
の
「
寛
容
性
」
は
全
国

31
位
で
偏
差
値
44
・
5
だ

っ
た
。「
女
性
の
生
き
方
」

や
「
若
者
の
信
頼
」
な
ど

い
ず
れ
も
平
均
値
に
足
ら

ず
、
女
性
や
若
者
の
活
躍

を
応
援
し
な
い
保
守
傾
向

が
示
さ
れ
た
。

和
歌
山
県
出
身
者
の
Ｕ
タ
ー
ン

意
向
は
全
国
41
位
、
ワ
ー
ス
ト
２

位
で
あ
り
、
和
歌
山
県
か
ら
の
離

脱
意
向
は
30
代
以
下
の
男
性
に
特

に
強
く
全
国
３
位
の
高
さ
で
あ
っ

た
。「
帰
ら
な
い
」「
出
た
い
」
傾

向
は
「
寛
容
性
が
低
い
」
地
域
の

保
守
的
な
空
気
と
無
関
係
と
は
い

え
な
い
だ
ろ
う
。

図
３
で
は
、
田
舎
暮
ら
し
に
憧

れ
て
来
た
移
住
者
が
、
地
域
農
業

と
地
域
社
会
の
担
い
手
と
し
て
成

長
し
て
ゆ
く
プ
ロ
セ
ス
を
実
例
を

も
と
に
分
析
整
理
し
た
図
で
あ
る
。

農
業
の
生
産
販
売
や
地
域
の
催
事
、

運
営
に
関
わ
る
こ
と
で
自
己
肯
定

感
を
獲
得
し
、
地
域
社
会
の
継
承

者
と
し
て
成
長
し
て
い
る
。
こ
の

過
程
で
重
要
な
役
割
を
果
た
す
の

が
「
地
域
の
寛
容
性
」
で
あ
る
。

若
者
を
応
援
す
る
自
由
な
気
風

は
担
い
手
と
し
て
地
域
へ
の
参
入

を
動
機
づ
け
る
重
要
な
要
素
で
あ

る
。
担
い
手
確
保
の
た
め
に
は
、

育
成
プ
ロ
グ
ラ
ム
や
資
金
支
援
な

ど
に
加
え
、
保
有
す
る
技
術
と
資

源
を
惜
し
み
な
く
与
え
本
気
で
応

援
す
る
「
地
域
の
寛
容
性
」
が
無

視
で
き
な
い
。
自
ら
の
地
域
性
を

見
直
す
こ
と
も
大
事
で
あ
る
。
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図２．トレーニングファームの取り組み

図３．移住者の成長プロセス

出所：紀ノ川農協資料を参考に筆者作成

出所：筆者作成


